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熊本地震の経験から生まれた災害対応車ファンド  

匿 名 組 合 契 約 説 明 書 

（契約締結前交付書面） 

 

2023 年 5 月 

営業者: 株式会社ホワイトトップ 

取扱者： 株式会社グローカル・クラウドファンディング  

（第二種金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第 20 号 

加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会） 

 

 

 



 2 

 【本匿名組合契約における特に重要な事項】 

1. この書面には、本匿名組合契約を締結する際のリスクや留意点が記載されてい

ます。あらかじめこの書面の内容をよくお読みいただき、ご不明点は、お取引前に

ご確認ください。 

 

2. 今般のお取引の対象となる金融商品は、商法第 535 条に規定される匿名組合契

約に基づく権利です。匿名組合契約とは、当事者の一方（匿名組合員）が相手方（営

業者）の営業のために出資をして、営業者がその営業から得られる利益又は損失を

匿名組合員に分配することを約する契約のことをいいます。本匿名組合契約の出資

対象事業（本匿名組合事業）は、営業者が行うキャンピングカー及び災害対応車の

製造販売等の事業であり、当該事業の売上金額に基づいて、損益の分配を行います。 

 

3. 本匿名組合契約は、元本の返還や利益の分配を保証するものではなく、元本割

れのリスクのある金融商品です。本匿名組合契約を締結するにあたっては、取引の

仕組みやリスクについて十分に把握するとともに、ご自身の資力及び投資目的、投

資経験に照らして適切と判断する場合にのみ、自己の責任において契約して下さ

い。 

 

4. 本匿名組合契約に関しては、申込者に 1 口あたり合計 20,000 円及び銀行振込手

数料のご負担をしていただきます。 

・出資金額 ：20,000 円／口（上限 100 口、上限時出資金額 2,000,000 円） 

・銀行振込手数料 

 

5. 本匿名組合契約は、申込者が本匿名組合契約の申込みをし、株式会社グローカ

ル・クラウドファンディング（取扱者）の別途指定する方法により出資金の支払い

をすること、並びに取扱者が申込者の取引時確認（本人確認）を完了することをも

ってその効力を生じます。 

 

したがって、出資金が支払われていても取引時確認（本人確認）ができない場合に

は、申込みがキャンセルされたものとみなす場合があります。この場合、既に支払

われた出資金を速やかに返還します。その際、当該出資金の返還にかかる振込手数

料については申込者にご負担いただきます。なお、いかなる場合にも、出資金に利

息は付きません。 

 

6. 本匿名組合契約に基づく出資金の返還及び利益の分配は、会計期間中に生じる

本匿名組合事業の売上金額を基に算定される分配金の支払いのみをもって行われ
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ます（本匿名組合契約に基づく分配金は、出資金額に達するまではすべて元本の払

戻しであり、出資金額を超過する金額が利益となります。）。したがって、会計期間

中に生じる本匿名組合事業の売上金額によっては、申込者に支払われる金額の合計

額が当初の出資金を下回り、損失が発生するおそれがあります。 

 

7. 営業者による分配金の支払いは、本匿名組合事業の売上を原資としますが、本

匿名組合事業について事業計画上の売上を著しく下回った場合や予想外の費用が

発生した場合、営業者の資金繰りが悪化した場合や営業者が倒産した場合には、分

配金の支払いが遅延し、又は分配金が支払われないこととなるリスクがあります。

したがって、営業者の業務又は財産の状況の変化により、申込者に損失が発生する

おそれがあります。 

 

8. 営業者は、本匿名組合契約に基づく権利の募集又は私募の取扱い等を取扱者に

委託しており、出資金及び分配金の支払いは、取扱者を経由して行われます。取扱

者は、法令に則り、出資金及び分配金を信託口座にて分別管理しておりますが、取

扱者が倒産した場合や業務を停止した場合には、出資金及び分配金の支払いが遅滞

し、又はその全部若しくは一部が行われないリスクがあります。したがって、取扱

者の業務又は財産の状況の変化により、申込者に損失が発生するおそれがありま

す。 

 

9. 匿名組合員は、営業者の承諾なしに、本匿名組合契約上の地位又は権利義務を

第三者に譲渡することはできないため、本匿名組合契約に基づく権利には、換金性

はありません。また、仮に相対で売買を行ったとしても、その権利の移転は営業者

に認められません。ただし、匿名組合員が死亡した場合、匿名組合員の法定相続人

より、相続の事実を営業者又は取扱者に書面にて届けることにより、本匿名組合契

約上の地位及び権利義務を承継することができます。 

 

10. 一度成立した本匿名組合契約について、クーリング・オフの場合を除き、契約

の取消又は中途での解約はできません。 

 

11. 本匿名組合契約は、契約成立日を含めて 10 日以内に取扱者に書面又は電子メ

ールにより解約を申し出た場合であれば、クーリング・オフ（無条件解約）が可能

です。その場合、既に支払われた出資金を速やかに返還します。その際、当該出資

金の返還にかかる振込手数料については申込者にご負担いただきます。（本匿名組

合契約に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 に基づくクーリング・オフの適用

はありません。） 
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書面又は電子メールの宛先は以下の通りです。 

・送付先住所：〒860-0807 

熊本県熊本市中央区下通 1 丁目 9 番 9 号 

株式会社グローカル・クラウドファンディング 

・電子メール：info@glocal-cf.com 

 

12. 本匿名組合契約に基づく権利は、金融商品取引法上のみなし有価証券ですが、

このみなし有価証券については、金融商品取引法上の開示が義務付けられていませ

ん。また、営業者が作成する貸借対照表及び損益計算書については、公認会計士又

は監査法人による外部監査を受けておりません。 

 

13. 申込者との間で成立した本匿名組合契約に係る出資金は、募集期間中であって

も、営業者が本匿名組合事業を遂行でき、かつ、本匿名組合事業の遂行のために必

要であるという判断を取扱者が下した場合には、営業者の指示により、随時取扱者

から営業者へ送金され、本書に記載された資金使途に従い、本匿名組合事業の遂行

のため使用されます。したがって、本匿名組合契約が契約期間満了前に終了した場

合又は本匿名組合契約が遡って未成立とみなされた場合であっても、既に営業者に

送金された出資金がある場合等には、出資金は減額されて返還されるおそれがあり

ます。 

 

14. 本匿名組合契約に関するその他のリスクにつきましては、この書面の V.をお

読みください。 

 

15. 本匿名組合事業の売上状況等、本匿名組合事業に係る情報の開示は、取扱者の

ウェブサイト上、又は取扱者から各匿名組合員への電子メールにより行われます。

本匿名組合契約についてのお問い合わせは、以下のお問い合わせフォームまでお願

いいたします。なお、本匿名組合契約の内容及び営業者に関するお問い合わせにつ

いて、電話又は訪問の方法により回答することはできませんので、ご了承ください。 

【お問い合わせ窓口】 

取扱者： https://www.glocal-cf.com/inquiry 

mailto:info@glocal-cf.com
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I. 用語説明 

 

1. 営業者 

本匿名組合事業を行う者であり、株式会社ホワイトトップのことをいいます。なお、本匿名組

合事業に関する意思決定は、株式会社ホワイトトップの運営体制に基づいて行われます。 

 

2. 会計期間 

本匿名組合事業の会計上の存続期間のことをいいます。したがって、営業者の事業全体に係る

会計期間とは異なります。なお、会計期間中、分配金額の対象となる売上金額が生じる期間を

「分配期間」といい、分配期間開始前の期間を「無分配期間」といいます。 

 

3. 監査 

本匿名組合契約の当事者（匿名組合員及び営業者）以外の第三者である取扱者が出資金の資金

使途及び本匿名組合事業における売上金額の分配が適正に行われていることを確認する任意

監査のことをいいます。したがって、外部（匿名組合員、営業者及び取扱者以外）の監査法人

等が行う外部監査が行われるわけではないことにご留意下さい。 

 

4. 計算期間 

直前の決算日から決算日までの期間をいいます。ただし、初回の計算期間は、会計期間の開始

日からその直後に到来する決算日までをいいます。 

 

5. 決算日 

会計期間中において、本匿名組合事業に係る決算及び匿名組合員に対する分配金額の計算を行

う基準日のことをいいます。 

 

6. 出資金 

本匿名組合契約に基づき、匿名組合員より本匿名組合事業のために出資される金額のことをい

います。 

 

7. 出資金募集最大総額 

本匿名組合契約が成立し得る上限の金額のことをいい、申込額が当該金額に達した場合には、

それ以降の申込みについては本匿名組合契約は成立しません。 

 

8. 出資金募集最低総額 

本匿名組合契約が成立し得る下限の金額のことをいい、申込者からの出資金額が当該金額に達

しなかった場合には、本匿名組合契約は成立しません。なお、出資金募集最低総額が設定され
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ていない場合には、本匿名組合契約は 1 口の申込みでも成立します。 

 

9. 匿名組合員 

本匿名組合契約における匿名組合員であり、本匿名組合契約の申込みをし、本匿名組合契約に

係る出資金を支払った者のことをいいます。 

 

10. 匿名組合契約 

当事者の一方（匿名組合員）が相手方（営業者）の営業のために出資をして、営業者がその営

業から得られる利益又は損失を匿名組合員に分配することを約する契約のことをいいます（商

法第 535 条）。今回、営業者と匿名組合員が締結することになる本匿名組合契約は、商法第 535

条に規定される匿名組合契約であり、原則として、匿名組合契約に関する商法の規定の適用を

受けることになります。ただし、本匿名組合契約においては、金銭による分配金額が営業者の

売上金額に基づいて算定され、かつ、匿名組合員が本匿名組合契約に基づいて受領する金銭が、

かかる分配金額に限定されていることから、契約期間満了等により本匿名組合契約が終了した

場合においても、匿名組合員は、かかる分配金額とは別に出資金の返還（金銭その他の財産の

如何を問いません。）を受けることができないこと等、商法に定める匿名組合契約と異なる取

扱いを受ける場合があります。 

 

11. 取扱者 

匿名組合員と営業者との間の本匿名組合契約に係る募集又は私募の取扱いを行う者であり、株

式会社グローカル・クラウドファンディング（第二種金融商品取引業者九州財務局長（金商）

第 20 号）のことをいいます。 

 

12. 取扱手数料 

匿名組合員より取扱者が、本匿名組合契約の締結に係る業務の対価として受け取る報酬のこと

をいいます。 

 

13. 分配金額 

会計期間中に生じる本匿名組合事業の売上金額のうち、本匿名組合契約に基づき計算され、匿

名組合員へ分配される金額のことをいいます。 

 

14. 分配日 

匿名組合員が、その直前の決算日に終了する計算期間に係る分配金額について、支払いを受け

ることのできる日のことをいいます。 

 

15. 報告日 
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営業者が匿名組合員に対して、その直前の決算日に係る決算の結果を報告する日のことをいい

ます。 

 

16. 本匿名組合契約 

営業者と匿名組合員との間で締結される匿名組合契約のことをいいます。なお、本匿名組合契

約の名称は「熊本地震の経験から生まれた災害対応車ファンド」です。 

 

17. 本匿名組合事業 

本匿名組合契約に基づき、営業者が行うキャンピングカー及び災害対応車の製造販売等の事業

のことをいいます。 

 

18. 申込者 

営業者との間で、本匿名組合契約の締結を希望する者のことをいいます。 

 

19. 申込上限口数 

申込者一人当たりが申し込める口数の上限のことをいい、これを超えた申込みについては本匿

名組合契約は成立しません。 

 

20. リクープ 

匿名組合員にとっての損益分岐点のことをいいます。本匿名組合契約に基づく分配金額の合計

が匿名組合員からの出資金と同額になることです。 

 

21. リクープ売上金額 

リクープを実現する本匿名組合事業の売上金額のことをいいます。なお、リクープを実現する

前の売上金額を「リクープ前売上金額」といい、リクープを実現した後の売上金額を「リクー

プ後売上金額」といいます。 

 

上記の説明は、あくまでも本匿名組合契約上のもので、関係法令、関係業界、その他各業界で

の慣習や定義と必ずしも一致するものではありません。 

 

  



 8 

II．本匿名組合契約の概要 

本匿名組合契約名称 熊本地震の経験から生まれた災害対応車ファンド 

営業者 株式会社ホワイトトップ 

本匿名組合事業 
営業者が行うキャンピングカー及び災害対応車の製造販売

等の事業 

取扱者 
株式会社グローカル・クラウドファンディング 

（第二種金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第 20 号） 

出資金募集最大総額 12,000,000 円 

出資金募集最低総額 - 

出資金申込単位 20,000 円／口（出資金：20,000 円） 

申込上限口数 100 口 

募集最大総口数 600 口 

会計期間 2024 年 5 月 1 日～2029 年 4 月 30 日 

分配計算式 

リクープ前： 

リクープ前売上金額(税抜)×1.000％÷600 口×1 口 

 

リクープ後： 

リクープ売上金額(税抜)×1.000％÷600 口×1 口 

＋(リクープ後売上金額(税抜)－リクープ売上金額(税抜)) 

×0.800％÷600 口×1 口 

分配方法 毎年分配 

事業計画売上金額（税抜） 1,468,000,000 円 

リクープ売上金額（税抜） 1,200,000,000 円 

営業者の報酬 

本匿名組合事業利益(※1)－匿名組合員の利益（※2）－取扱

者の報酬 

(※1)売上金額 － 事業費用 

(※2)匿名組合員への分配金額 － 匿名組合出資金 

決算日 

第 1 回 2025 年 4 月 30 日 

第 2 回 2026 年 4 月 30 日 

第 3 回 2027 年 4 月 30 日 

第 4 回 2028 年 4 月 30 日 

第 5 回 2029 年 4 月 30 日 

報告日 決算日から 60 日以内 

分配日 決算日から 90 日以内 
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III．本匿名組合事業の内容 

匿名組合契約「熊本地震の経験から生まれた災害対応車ファンド」の事業の内容は以下の通り

です。 

 

1. 本匿名組合事業の内容 

本匿名組合の対象事業は、営業者が行うキャンピングカー及び災害対応車の製造販売等の事業

のことであり、本匿名組合事業の成果をもって、損益の分配及び出資金の返還を行います。 

 

2. 営業者の概要 

本匿名組合事業を行う営業者の概要は、次のとおりです（2023 年 4 月 30 日現在）。  

 

商号 株式会社ホワイトトップ 

所在地 熊本県菊池郡大津町大字引水 800 番地 2 

事業内容 キャンピングカーの製造、販売、メンテナンス 

設立日 2008 年 5 月 12 日 

代表者 池本照子 

決算日 4 月 30 日 

 

3. 資金使途 

ファンド資金は、以下の内容にて使わせていただきます。 

項 目 金 額 

車両仕入代 10,500,000円 

業務委託費（最大） 1,500,000円 

合  計 ※1 12,000,000円 

※1 資金使途の実際支出額が想定を下回った場合には、残額を販売促進費として使用します。 

 

(注 1) 上記の合計費用、内訳項目、金額はあくまでも見込みであり、変更の可能性があります。

最終的な費用が上記を上回った場合には営業者が負担し、下回った場合には分配時に返還させ

て頂きます。また、上記以外に必要となる費用につきましては、営業者が負担いたします。 

(注 2) 出資金の資金使途については、取扱者による監査が行われます。 

(注 3) 状況により、上記資金使途について営業者が先に立て替えて支払い、その後、出資金を

充当することがあります。 

(注 4) 本匿名組合事業遂行のため、会計期間開始前であっても出資金は必要に応じて営業者が

資金使途に従い使用することがあります。 

(注 5) 申込者からの出資金額が出資金募集最大総額に満たなかった場合、不足額については営

業者が自らの資金を利用し、当該資金は本匿名組合事業に対する出資とみなします。 
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4. 今後の事業計画 

今後の事業計画は以下のとおりです。ただし、営業者及び取扱者は、本匿名組合事業の売上金

額として、本事業計画の売上金額を保証するものではなく、匿名組合員に対し、分配金額を保

証するものでもありません。 

 

(1) 事業計画上の売上について 

事業計画上の累計売上金額（税抜）、本匿名組合契約における累計リクープ売上金額（税抜）は

下記のとおりです。 
 

前期実績 

売上金額 

事業計画売上金額 

(5 年間) 

リクープ売上金額 

(5 年間) 

売上金額 306,295 千円 1,468,000 千円 1,200,000 千円 

年額平均 - 293,600 千円 240,000 千円 

 

事業計画 

売上金額 

1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 

256,000 千円 278,000 千円 294,000 千円 310,000 千円 330,000 千円 

 

(2) 事業計画上の実現施策（運営の方針）について 

営業者は創業 40 年以上のキャンピングカー製造販売、修繕メンテナンス、レンタルをおこな

う企業です。 

開業以来、九州を中心としたアウトドアニーズに応え、また、熊本地震時には災害対応に尽 

力した実績を有します。 

災害対応車の開発は完了しており、今後は以下の施策の実施を進めることで、事業計画の達 

成を図ります。 

a. 新規顧客獲得 

営業者は災害対応を目的とした連携協定を熊本市と締結しています。今後はその他の県内 

自治体や企業への提案を行うことで、 BCP 対策ニーズへ対応します。 

b. 催事出展等による新規顧客への訴求 

防災関連、キャンピングカー関連の催事に出展することでニーズの顕在化した顧客への訴 

求をおこないます。また、本製品の機能や優位性を HP に掲載し全国へ発信できる環境を整

えます。 

c.製品の改良  

災害時の派遣などおこない利用時のフィードバックをもとに性能の見直し等商品開発を継 

続的におこないます。 

 

5. 金銭による分配金額のシミュレーション 
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本匿名組合契約における金銭による分配金額のシミュレーションは以下のとおりです。なお、

シミュレーションの目的は、本匿名組合事業の売上に応じた分配金額を予想することにありま

す。したがって、売上を保証するものではなく、匿名組合員に対し、分配金額を保証するもの

でもありません。 

 

（1 口 20,000 円の出資の場合） 

損益分岐 

事業計画 

            

売上金額 

(年間) 
売上金額 

1口 

分配金額 
償還率 

源泉徴収後 

1口 

分配金額 

源泉徴収後 

償還率 

¥0  ¥0  ¥0 0.0% ¥0 0.0% 

¥204,300,000  ¥1,021,500,000  ¥17,025 85.1% ¥17,025 85.1% 

¥210,250,000  ¥1,051,250,000  ¥17,520 87.6% ¥17,520 87.6% 

¥216,200,000  ¥1,081,000,000  ¥18,016 90.1% ¥18,016 90.1% 

¥222,150,000  ¥1,110,750,000  ¥18,512 92.6% ¥18,512 92.6% 

¥228,100,000  ¥1,140,500,000  ¥19,008 95.0% ¥19,008 95.0% 

¥234,050,000  ¥1,170,250,000  ¥19,504 97.5% ¥19,504 97.5% 

¥240,000,000  ¥1,200,000,000  ¥20,000 100.0% ¥20,000 100.0% 

¥246,000,000  ¥1,230,000,000  ¥20,400 102.0% ¥20,319 101.6% 

¥251,950,000  ¥1,259,750,000  ¥20,796 104.0% ¥20,634 103.2% 

¥257,900,000  ¥1,289,500,000  ¥21,193 106.0% ¥20,950 104.8% 

¥263,850,000  ¥1,319,250,000  ¥21,590 108.0% ¥21,266 106.3% 

¥269,800,000  ¥1,349,000,000  ¥21,986 109.9% ¥21,581 107.9% 

¥275,750,000  ¥1,378,750,000  ¥22,383 111.9% ¥21,897 109.5% 

¥281,700,000  ¥1,408,500,000  ¥22,780 113.9% ¥22,213 111.1% 

¥287,650,000  ¥1,438,250,000  ¥23,176 115.9% ¥22,528 112.6% 

¥293,600,000  ¥1,468,000,000  ¥23,573 117.9% ¥22,844 114.2% 

¥299,550,000  ¥1,497,750,000  ¥23,970 119.9% ¥23,160 115.8% 

¥305,500,000  ¥1,527,500,000  ¥24,366 121.8% ¥23,475 117.4% 

¥311,450,000  ¥1,557,250,000  ¥24,763 123.8% ¥23,791 119.0% 

 

(注 1）匿名組合員に対する出資 1 口あたり分配金額は、IV.9.に記載の算出式に基づいて計算さ

れます。 
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(注 2) 表中の償還率は、次の算出式によって計算される全会計期間に係る 1 口あたり分配金額

の合計額を基にした償還率であって、年率ではありません。 

1 口 20,000 円の出資金に対し、1 口分配金額が 20,000 円となる時点を償還率 100％としてい

ます。匿名組合員に対する出資金 1 口あたり分配金額／20,000 円 

(注 3) 匿名組合員への損益の分配について、利益が生じた場合は当該利益の額に対して

20.42％（復興特別所得税 0.42％を含みます。）の源泉税徴収が行われます。なお、将来税率が

変更された場合には、変更後の税率により計算が行われます。また、利益とは、匿名組合員に

対する分配金額が出資金額を超過した場合における当該超過額をいいます。したがって、匿名

組合員に対する分配が行われても、利益が生じるまでは源泉徴収は行われません。 

 

6. 営業者の財務状況、事業計画の内容、資金使途等の審査に関する事項 

取扱者は、営業者から入手した資料の調査や関係者へのヒアリング等を行い、本匿名組合契

約の募集の適切性について検討しました。 

 

(1) 過去の実績について 

営業者は、過去 3期間において税務申告書の決算書上、3期前は営業損失、2期前及び前期は

営業利益を計上しており、3期前は当期純損失、2期前及び前期は当期純利益を計上しており

ます。また、3期前より債務超過の状態ですが、募集開始日現在、借入金は約定に従い元利金

を支払っています。 

 

(2) 今後の事業計画について 

事業計画は 4.記載の通りであり、一定の合理的根拠に基づき作成されたものであることを確

認しました。 

 

(3) 資金繰り及び資金使途の調査 

営業者の資金繰りの状況を調査した結果、本匿名組合契約期間における事業計画上の資金繰

りについて重大な問題が発生する可能性は低いと判断でき、営業者が調達する資金の出資金

募集最大総額、出資金募集最低総額及び資金使途はそれぞれ適当と判断できます。 

ただし、営業者の売上が事業計画売上を著しく下回った場合、予想外のコストが生じた場

合、現時点で想定していない事態が生じた場合等には、資金繰りが悪化する可能性がありま

す。 

 

(4) その他 

営業者は適切な分別管理体制、情報提供を行う体制を整備し、資金調達者としての適格性に問

題はありません。また、営業者と取扱者との間に利害関係（資本関係、役員派遣関係等）はあ

りません。 
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ご出資をご検討される皆さまにおかれましては、上記の事業計画の状況等により出資金全額が

返還されないリスクについて重々ご理解を頂いた上で、ご負担頂ける範囲でのご出資として下

さい。 

 

 

IV．本匿名組合契約の内容 

 

1. 目的 

本匿名組合契約の目的は、匿名組合員が、営業者の営む本匿名組合事業のために出資を行い、

営業者が、本匿名組合事業から得られる売上の一部を匿名組合員に分配することです。 

 

2. 契約の成立 

本匿名組合契約は、申込者が本匿名組合契約の申込みをし、取扱者の別途指定する方法により

出資金の支払いをすること、並びに取扱者が申込者の取引時確認（本人確認）を完了すること

をもって、その効力を生じます（ただし、クレジットカードを利用して支払いがなされた場合

で、後日、カードの不正利用等により、営業者又は取扱者が、クレジットカード会社（決済代

行業者を含みます。）から、申込者に係る出資金の返還（チャージバック）を求められたときは、

本匿名組合契約は遡って未成立とみなします。）。なお、本匿名組合契約は申込口数に応じて成

立します（ただし、申込上限口数を超えた部分については、本匿名組合契約は成立しません。）。 

 

ただし、以下の事項に該当した場合、既に成立した本匿名組合契約は遡って未成立とみなし、

既に支払われた出資金は速やかに返還します。その際、当該出資金の返還にかかる振込手数料

については申込者にご負担いただきます。 

・取扱者が営業者に対して出資金を送金する前に、本匿名組合契約が終了した場合 

 

ただし、営業者が出資金を使用している場合には、出資金全額の返還ができない可能性があり

ます。 

 

なお、本匿名組合契約に係る出資金は、募集期間中であっても、営業者が本匿名組合事業を遂

行でき、かつ、本匿名組合事業の遂行のために必要であるという判断を取扱者が下した場合に

は、営業者の指示により、随時取扱者から営業者へ送金され、資金使途に従い、本匿名組合事

業の遂行のため使用されます。 

 

3. 契約期間 

本匿名組合契約の契約期間は以下のとおりです。 
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 契約期間：本匿名組合契約成立日～下記 9 に基づく分配が完了した日 

 

4. 営業者による事業の遂行 

営業者は、本匿名組合事業を善良なる管理者の注意をもって遂行し、会計期間終了日まで本匿

名組合事業を実施し継続するよう努めるほか、本匿名組合事業の成功に向けて商業上合理的に

要求される努力を行うものとします。ただし、営業者は、本匿名組合事業の成功について、明

示又は黙示を問わず、何らの保証をするものではなく、匿名組合員は自らの判断と責任に基づ

き出資を行ったことを確認します。 

 

5. 組合財産の帰属及び匿名組合員の責任等 

(1) 本匿名組合事業に関して営業者が取得した権利及び組合財産は、営業者に帰属し、匿名組

合員には帰属しません。 

(2) 本匿名組合契約において明記される場合を除き、営業者は、匿名組合員に対して出資金の

返還を保証する義務を負いません。 

(3) 匿名組合員の損失の分担額は、出資金を限度とします。匿名組合員は、営業者に対して、

出資金を除き、出資金、費用、損失の分担、その他名目の如何を問わず、追加の金員を交付す

る義務を一切負いません。ただし、匿名組合員による本匿名組合契約の違反により支払うべき

損害賠償については、この限りではありません。 

(4) 匿名組合員は、匿名組合事業の取引先に対して、一切の責任を負いません。 

 

6. 本匿名組合契約に係る財産の管理方法 

(1) 営業者は、善良なる管理者の注意義務をもって誠実かつ忠実に本匿名組合契約に係る財産

の管理に努めます。また、営業者は、法令及び本匿名組合契約に関連して取扱者と締結した契

約に従い、以下の方法によって分別管理を確保します。営業者は、これらの義務を遵守する限

り、本匿名組合契約に係る財産の管理に関し、匿名組合員に対して何ら責を負いません。 

・本匿名組合契約に基づいて出資された金銭の預金口座（以下「分別管理口座」といいます。）

を区別するほか、金融商品取引業等に関する内閣府令第 125 条に定める基準を満たす方法 

・取扱者により適宜行われる分別管理口座の預金通帳等の確認や出資金の使用状況等の監査を

受けること等の方法 

 

(2) 分別管理口座は、以下のとおりです。ただし、申込者は、出資金を分別管理口座に直接払

い込んではならないものとします。 

肥後銀行 大津支店（住所）熊本県菊陽郡大津町室 213-1 

普通預金 口座番号：2226494 

口座名義： 株式会社ホワイトトップ ファンド口 

 



 15 

7. 会計書類の作成・保持 

営業者は、本匿名組合事業に関連するすべての取引について、一般に公正妥当と認められる会

計基準等に従い、適切な会計帳簿を作成し、これを保持するものとします。 

 

8. 決算 

営業者は、各決算日に本匿名組合事業に係る決算を行い、この結果に基づいて以下の内容を記

載した分配明細書を作成し、報告日に取扱者のウェブサイト上の出資者限定ページを通じて匿

名組合員に提供します。なお、分配金額については取扱者による監査が行われます。分配明細

書に関しては万全を期しておりますが、内容を修正することがあります。 

・各計算期間の出資対象事業の概況、出資金の使途、売上の状況 

・各計算期間における分配の有無、分配金額、１口当たりの分配金額 

 

9. 匿名組合員に対する分配 

匿名組合員への 1 口あたりの分配金額は、以下の計算式により算定します。なお、1 口あたり

の分配金額に円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てて算定します。 

 

リクープ前： 

リクープ前売上金額(税抜)×1.000％÷600 口×1 口 

 

リクープ後： 

リクープ売上金額(税抜)×1.000％÷600 口×1 口＋(リクープ後売上金額(税抜)－リクープ売上

金額(税抜))×0.800％÷600 口×1 口 

 

本匿名組合契約が終了した時点において、資金使途に従って使用されていない出資金がある場

合には、当該出資金は、1口あたり以下の計算式により匿名組合員に分配されます。なお、1口

あたりの分配金額に円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てて算定します。 

未使用出資金額÷600口×1 口 

 

なお、本匿名組合契約において明記される場合を除き、匿名組合員が上記の分配金額以外の金

銭その他の財産の支払い又は分配を受けることは予定されていません。したがって、契約期間

満了等により本匿名組合契約が終了した場合においても、匿名組合員は、かかる分配金額とは

別に出資金の返還（金銭その他の財産の如何を問いません。）を営業者に請求することはでき

ません。 

 

10. 分配金の支払い 

営業者が匿名組合員に支払う分配金については、取扱者が匿名組合員を代理して受領します。
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取扱者は、法令に則り、当該分配金を信託口座にて受領し、分別管理を行います。匿名組合員

は、分配日以降、当該分別管理されている金額につき、自己の銀行口座へ送金すること又は取

扱者が募集若しくは私募の取扱いを行う他の匿名組合契約への出資金又は取扱者が販売する

物品の購入代金に充当することを、取扱者に対して指示することができます。なお、銀行口座

への送金を指示した場合における振込手数料は、匿名組合員の負担となります。分別管理され

ている金額に利息は付きません。 

 

11. 契約期間満了前の契約の終了 

商法第 541条の規定にかかわらず、本匿名組合契約は、本匿名組合契約において明記される場

合を除き、以下の場合には、契約期間の満了前であっても直ちに終了します。その場合、営業

者は、終了の理由を各匿名組合員に対して通知します。 

(1) 事由の如何を問わず、営業者において、本匿名組合事業の実施又は継続が不適当又は不可

能であると判断し、これを営業者より匿名組合員に通知した場合。 

(2) 営業者について支払いの停止があり、又は破産、民事再生、会社更生若しくは特別清算の

各手続きの申立てがあった場合。 

(3) 営業者が差押、仮差押、滞納処分による差押を受けた場合。 

(4) 営業者が、本匿名組合契約に基づき匿名組合員に対して支払義務を負う分配金額について、

決算日から 150 日以内に取扱者に送金しなかった場合。なお、この場合、当該支払義務を負う

分配金額と既に支払済みの分配金額の合計が、出資金の全額に満たないときには、営業者は、

出資金の全額（ただし、既に支払済みの分配金額を除きます。）について、匿名組合員に返還す

る義務を負います。 

 

12. 契約期間満了前の契約終了時の出資金の返還 

契約期間の満了前に本匿名組合契約が終了した場合、本匿名組合契約の定めに従い、出資金が

各匿名組合員の出資口数に応じて返還されます。上記 11.(4)の場合を除き、営業者は、匿名組

合員に出資金の全額を返還する義務を負いません。 

 

13. 反社会的勢力の排除 

(1) 営業者及び匿名組合員は、相互に、本匿名組合契約締結日において、暴力団員等（暴力団、

暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企

業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者をいい

ます。以下同じです。）又は次のアないしオのいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来に

わたっても該当しないことを確約します。 

 ア 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有する者 

 イ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者 

 ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも
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ってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有する者 

 エ 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認め

られる関係を有する者 

 オ 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係

を有する者 

(2) 営業者及び匿名組合員は、相互に、自ら又は第三者を利用して、次のアないしオのいずれ

にも該当する行為を行わないことを確約します。 

 ア 暴力的な要求行為 

 イ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

 ウ 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

 エ 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務

を妨害する行為 

 オ その他上記アないしエに準ずる行為 

(3) 営業者及び匿名組合員は、相手方が暴力団員等若しくは上記 (1)アないしオのいずれかに

該当し、若しくは上記(2)アないしオのいずれかに該当する行為をし、又は上記 (1)の規定に基

づく表明に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、何ら催告することなく、本匿名

組合契約を解除することができるものとし、相手方はこれに異議を申し出ないものとします。 

(4) 上記(3)の規定により本匿名組合契約が解除された場合、出資金は各匿名組合員の出資口数

に応じて返還されますが、既に支出した費用がある場合には、出資金は減額されて返還される

こととなります。ただし、匿名組合員が本匿名組合契約を解除した場合には、営業者は、匿名

組合員の出資金を全額返還します。 

(5) 上記(3)の規定により本匿名組合契約が解除された場合、本匿名組合契約を解除された当事

者に損害が生じたとしても、当該当事者は相手方に何らの請求をしないものとします。また、

相手方に損害が生じた場合は、当該当事者がその損害を賠償するものとします。 

 

14. 営業者による表明及び保証 

営業者は、匿名組合員に対して、本匿名組合契約締結日において、本書に記載された重要な事

項について虚偽の表示がなく、また、誤解を生じさせないために必要な重要な事実の表示が欠

けていないことを表明し保証します。 

 

15. 本匿名組合契約の違反に関する事項 

営業者及び匿名組合員は、相手方が本匿名組合契約に違反（相手方による表明保証が真実でな

いことが判明した場合を含みます。）し、その違反により損害を被ったときは、その損害額につ

いて賠償を求めることができます。 

 

16. 遅延損害金 
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営業者が本匿名組合契約に基づく分配金額その他の金銭の支払いを怠った場合には、支払期限

の翌日から完済にいたるまで、年 3％の割合による遅延損害金を匿名組合員に対して支払いま

す。その後、営業者が債務の一部の支払いを行う場合には、営業者は充当の順序方法を指定す

ることができるものとし、匿名組合員はこれに予め承諾します。 

 

17. 検査権及び解除権の不行使 

匿名組合員は、商法第 539 条第 1 項に定める財産等の検査権及び商法第 540 条第 2 項に定め

る匿名組合契約の解除権を行使しないものとします。そのため、匿名組合員は、本匿名組合事

業に係る財産に対する監視権を有しません。 

 

18. 無断の複写・転用・転載の禁止 

匿名組合員が、匿名組合員たる地位に基づき入手した営業者に関する情報（財務数値、文章、

映像、写真等、営業者から提供された一切の情報）について、無断で複写・転用・転載をする

ことを禁止します。当該情報には営業者の機密情報が含まれており、ブログや SNS 等で一般

公開することで営業者の経営に悪影響をもたらす可能性等があるためです。本条項に違反した

場合、営業者から匿名組合員に対し損害賠償請求がなされる可能性があります。 

 

19. 個人情報の管理に関する事項 

営業者は善良な管理者の注意義務をもって誠実かつ忠実に匿名組合員に係る個人情報の管理

に努めます。 

 

20. 競業 

匿名組合員は、営業者が本匿名組合事業と類似し、競合しうる事業を営むことを承諾します。 

 

21. 匿名組合員たる地位等の譲渡に関する事項 

(1) 匿名組合員は、営業者の承諾なしに、本匿名組合契約上の地位又は権利義務を第三者に譲

渡することはできません。ただし、匿名組合員が死亡した場合、匿名組合員の法定相続人より、

相続の事実を営業者又は取扱者に書面にて届け出ることにより、本匿名組合契約上の地位及び

権利義務を承継することができます。 

(2) 上記 11.(1)の規定にかかわらず、本匿名組合事業の実施又は継続が困難になった場合、営

業者の合理的判断により、第三者に営業者の地位を譲渡し、当該第三者が本匿名組合事業を実

施又は継続することができるものとします。この場合、匿名組合員は営業者による地位の譲渡

について、予め異議なく承諾します。 

(3) 営業者は、合併、会社分割、事業譲渡その他の手法により営業者の資産のすべて又は大部

分を第三者に譲渡することとなった場合、匿名組合員に対して通知を行うとともに、当該第三

者をして、本匿名組合契約上の地位及び権利義務その他本匿名組合事業に係る契約上の地位及
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び権利義務のすべてを承継させるものとします。この場合、匿名組合員は営業者による本匿名

組合契約上の地位及び権利義務の譲渡について、予め異議なく承諾します。 

(4) 取扱者が支払不能に陥り、又は破産、会社更生、民事再生、特別清算若しくはこれらに類

似する手続きの申立てがなされた場合など、本匿名組合契約の取扱又は運営の継続が困難にな

った場合、取扱者と同等以上の業務遂行が可能な第三者に取扱者の地位が譲渡される場合があ

ります。この場合、匿名組合員は取扱者による地位の譲渡について、予め異議なく承諾します。 

 

22. 担保権等の設定の禁止 

匿名組合員は、匿名組合員たる地位に担保等の一切の権利を設定することができません。 

 

23. 修正・変更 

(1) 本匿名組合契約の条項は、本匿名組合契約において明記される場合を除き、営業者及び匿

名組合員の合意によってのみ修正又は変更されるものとします。 

(2) 上記(1)の規定にかかわらず、明らかな誤記の訂正、形式面の変更等、匿名組合員にとって

条件が不利とならない修正又は変更については、営業者及び取扱者の協議の上、修正又は変更

ができるものとします。かかる修正又は変更にあたっては、営業者又は取扱者は、その理由を

明らかにした上で、修正又は変更後の内容を各匿名組合員に対して通知します。この場合、匿

名組合員は当該修正又は変更について、予め異議なく承諾します。 

 

24. 他の匿名組合契約 

営業者は、匿名組合員以外の複数の者との間で、個別に本匿名組合契約と同一の内容の匿名組

合契約を締結することがあります。ただし、他の匿名組合契約は、本匿名組合契約と完全に独

立するものであり、本匿名組合契約の有効性及び営業者と匿名組合員との関係に何ら影響を及

ぼさないものとします。 

 

25. 準拠法及び管轄 

本匿名組合契約は日本法に準拠し、本匿名組合契約に基づく紛争を裁判手続によって解決する

場合は、熊本簡易裁判所又は熊本地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

V．本匿名組合契約に関するリスク 

 

匿名組合契約「熊本地震の経験から生まれた災害対応車ファンド」の締結については、本書冒

頭の【本匿名組合契約における特に重要な事項】に記載されたリスクのほか、以下のようなリ

スクがあります。 
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1. 債務超過のリスク 

営業者は、募集開始日の直前期における決算書上、債務超過であり、一般的に債務超過状態

の営業者は、次のような不利益を被るリスクがあります。まず、債務超過の営業者は新規の

借入ができない可能性があります。また、取引先との取引継続に支障が生じる可能性があり

ます。次に、債務超過は、営業者の破産、民事再生、会社更生又は特別清算等の各手続きの

開始原因であり、営業者についてこれらの手続きの申立てがあると、本匿名組合契約は直ち

に終了します。さらに、債務超過の場合、営業者の資産に対して債権者による仮差押命令が

発令される可能性が高くなります。仮差押命令が発令された場合、取引先との取引に支障が

生じたり、金融機関からの借入等に関して、期限の利益が喪失する等により、支払不能とな

り事業継続に支障をきたす可能性があります。また、仮差押命令が発令されると、本匿名組

合契約は直ちに終了します。いずれの場合にも、出資金の全部が返還されないリスクがあり

ます。 

 

2. 営業者の倒産に関するリスク 

今後の事業の状況如何によっては、営業者が支払不能に陥り、又は営業者に対して破産、会社

更生、民事再生などの各種法的倒産手続きの申立てがなされる可能性等があり、これらに該当

することとなった場合には、本匿名組合事業における売上金額により分配金額が発生していた

としても、本匿名組合契約に基づく分配金額の支払い、又は出資金の返還が行われないリスク

があります。匿名組合員が営業者に対して有する支払請求権（出資金返還請求権及び利益分配

請求権をいいます。以下同じです。）には、何ら担保が付されていません。また、営業者が破産

等の法的倒産手続きに移行した場合には、匿名組合員が営業者に対して有する支払請求権は、

他の優先する債権に劣後して取り扱われます。そのため、法的倒産手続きの中で、他の優先す

る債権については支払いがなされ、回収が図られた場合であっても、匿名組合員が有する支払

請求権については一切支払いがなされないリスクもあります。 

 

3. 資金調達のリスク 

営業者は本匿名組合事業の必要資金を本匿名組合契約による出資金でまかなう計画です。した

がって、本匿名組合契約での資金調達が滞る場合、事業計画通りに本匿名組合事業を開始する

ことができないリスク及び事業計画の売上規模が縮小するリスクがあります。なお、本匿名組

合契約での資金調達の状況により、金融機関からの借入やリース契約等で資金調達を行い、本

匿名組合事業を開始する可能性があります。 

 

4. 経営陣の不測の事態に係るリスク 

本匿名組合事業について、経営陣に不測の事態（病気・事故・犯罪に巻き込まれる等）が生じ

ることにより、本匿名組合事業の運営に重大な影響を及ぼす可能性があります。当該リスクに

対しまして、本匿名組合契約では各種保険等によるリスク・ヘッジを行いません。 
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5. 大地震・大津波等の自然災害のリスク 

大きな地震や津波、台風等の自然災害等に起因する要因により、事業の継続に悪影響を及ぼす

リスクがあります。 

 

6. 風評被害によるリスク 

伝染病、放射能汚染等その他の理由により、風評被害を受けるリスクがあります。 

 

7. 許認可等に関するリスク 

本匿名組合事業の実施にあたっては、関連する許認可が必要となる可能性があります。営業者

が既に必要な許認可を得ている場合であっても、法令に定める基準に違反した等の理由により、

あるいは規制の強化や変更等がなされたことにより、その後かかる許認可が取り消され、事業

に重大な支障が生じるリスクがあります。 

 

8. 訴訟等に関するリスク 

営業者の事業活動において、製造物責任、環境保全、労務問題、取引先等との見解の相違等に

より訴訟を提起される、又は訴訟を提起する場合があり、その動向によっては営業者の事業に

悪影響を及ぼすリスクがあります。また、訴訟等が行われることにより、営業者の社会的信用

等に悪影響を及ぼすリスクがあります。 

 

9. 本匿名組合契約未成立のリスク 

取扱者が営業者に対して出資金を送金する前に、本匿名組合契約が終了した場合、本匿名組合

契約は遡って未成立とみなします。この場合、既に支払われた出資金は速やかに返還しますが、

利益の分配を受けることはできません。その際、当該出資金の返還にかかる振込手数料につい

ては申込者にご負担いただきます。 

 

10. 生産に関するリスク 

本匿名組合事業の商品の生産については、ベース車両の調達状況、設備の稼働状況、不慮の事

故、天災・伝染病その他の不可抗力等により、想定を大幅に下回る可能性があります。この場

合、事業計画上の売上金額を達成できなくなるリスクがあります。 

 

11. 販売に関するリスク 

本匿名組合事業で販売する商品については、営業者の判断の下で販売されますが、販売時の景

気動向、市場の需給状況、天災・伝染病その他の不可抗力等により、予定単価及び予定量を大

幅に下回る可能性があります。この場合、事業計画上の売上金額を達成できなくなるリスクが

あります。 
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12. 新商品に関するリスク 

本匿名組合事業には新商品の生産及び販売が含まれます。当該新商品については、商品の研究

開発スケジュールの進捗状況や研究過程における不慮の事故等により、開発が失敗に終わり、

商品化できないリスクがあります。また、新商品の生産及び販売の体制構築、販路の拡大等に

予想外のコストや時間を要する可能性があります。これらの結果、事業計画上の売上金額を達

成できなくなるリスクがあります。 

 

13. 事実の調査に関するリスク 

取扱者が行う事実の調査は、取扱者独自の水準に基づき実施される調査であり、また、入手資

料及び営業者への質問の回答について、すべて真実であることを前提としておりますが、事実

の調査が誤るリスクがあります。また、取扱者の事実の調査に基づくファンド組成の判断は、

匿名組合員への分配金額や出資金の返還を保証するものではなく、営業者の事業計画や、営業

者が破産等しないことを保証するものではないことにくれぐれもご留意下さい。 

 

 

VI．本匿名組合契約に関するその他の事項 

 

1. 取扱者の概要 

本匿名組合契約の出資の募集又は私募の取扱い、本匿名組合契約の管理運営、匿名組合員への

IR 業務等を行う取扱者の概要は、次のとおりです（2023 年 4 月 30 日現在）。 

商号 株式会社グローカル・クラウドファンディング 

登録 第二種金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第 20号 

本店所在地 熊本県熊本市中央区下通 1丁目 9番 9号 

代表者 代表取締役 都 えみ 

事業内容 第二種金融商品取引業等 

資本金 1億円 

設立日 2020年 1月 29日 

加入協会 一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

2. 取扱者が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

営業者は、取扱者に対し、本匿名組合契約の出資の募集又は私募の取扱い、本匿名組合契約の

管理運営、匿名組合員への IR 業務等を委託しています。取扱者は、さらに他の金融商品取引

業者又は登録金融機関に対して、本匿名組合契約の出資の募集又は私募の取扱いを委託するこ

とがあります。取扱者は、本匿名組合契約の出資の募集又は私募の取扱いを、金融商品取引業

等に関する内閣府令第 70 条の 2 第 3 項に規定される「電子申込型電子募集取扱業務等」とし

て行います。 
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3. 本匿名組合契約の募集に関する事項 

(1) 募集期間 

取扱者は、以下の期間において取扱者のウェブサイトを通じて、本匿名組合契約に係る出資の

募集を行います。 

 募集期間：2023 年 5 月 12 日～2024 年 4 月 30 日 

 

ただし、募集期間終了前であっても、営業者及び取扱者の判断により本匿名組合契約の募集を

終了する場合があるほか、募集期間を延長することがあります。その場合、営業者又は取扱者

は、事前にその旨を取扱者のウェブサイト上で公表します。 

 

本匿名組合契約は先着順に成立するため、申込額が出資金募集最大総額に達した場合には、そ

れ以降の申込みは無効とします。この場合、既に支払われた出資金は速やかに返還します。そ

の際、当該出資金の返還にかかる振込手数料については申込者にご負担いただきます。 

 

一度成立した本匿名組合契約については、クーリング・オフの場合を除き、契約の取消又は中

途での解約ができませんので、十分ご検討の上お申し込みください。 

 

(2) 出資金の支払い及び取引時確認（本人確認）手続きの期限 

出資金の支払い並びに取引時確認（本人確認）資料の送付期限は、申込後 7 日以内とさせて頂

きます。7 日以内に支払いが確認できない場合又は取引時確認（本人確認）資料の確認ができ

ない場合には、申込みがキャンセルされたものとみなす場合があります。また、取引時確認（本

人確認）資料をご送付いただいても、資料に不備がある等の理由で、送付後 10 日以内に取引

時確認（本人確認）を完了できない場合には、申込みがキャンセルされたものとみなす場合が

あります。この場合、既に支払われた出資金は速やかに返還します。その際、当該出資金の返

還にかかる振込手数料については申込者にご負担いただきます。 

 

(3) 未成年者の契約について 

未成年者が本匿名組合契約を締結しようとする場合には、親権者の書面による同意が必要とな

ります。 

 

4. 取扱者による金銭の管理の方法 

・出資金の取扱い：出資金は、取扱者の別途指定する方法により取扱者の普通預金口座で受け

取りますが、一定期間毎に取扱者から倒産隔離された信託口座に移動され、分別管理が行われ

ます。その後、信託口座から営業者へ送金されます。 

・分配金の取扱い：分配金は、営業者から信託口座へ送金され分別管理が行われます。その後、
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信託口座から匿名組合員へ分配金が支払われます。 

 

5. 営業者による分別管理の実施状況及びその確認に関する事項 

本書作成日現在においては、営業者が分別管理すべき財産がないことから、営業者による分別

管理及び取扱者による当該分別管理の実施状況の確認は行われていません。 

 

6. 本匿名組合契約の経理に関する事項 

(1) 貸借対照表及び損益計算書 

本書作成日現在、既に作成されている貸借対照表及び損益計算書はありません。 

 

(2) 本匿名組合契約に係る出資持分の総額及び発行済みの出資持分の総数 

本書作成日現在該当事項はありません。 

 

(3) 総資産額、純資産額、営業損益額、経常損益額及び純損益額 

本書作成日現在該当事項はありません。 

 

(4) 分配の総額 

会計期間中に生じる本匿名組合事業の売上金額によって定まります。 

 

(5) 持分一単位当たりの総資産額、純損益額及び分配の金額 

本書作成日現在該当事項はありません。 

 

(6) 自己資本比率及び自己資本利益率 

本書作成日現在該当事項はありません。 

 

7. 認定投資者保護団体並びに苦情処理措置及び紛争解決措置（金融 ADR） 

取扱者が対象事業者となっている認定投資者保護団体はありません。取扱者は、特定非営利活

動法人証券・金融商品あっせん相談センター（連絡先：0120-64-5005）を利用することにより

苦情の処理及び紛争の解決を図ります。なお、取扱者が加入している一般社団法人第二種金融

商品取引業協会は、特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターに対して苦情の

処理及び紛争の解決のあっせん等の委託を行っております。 


